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研究目的 過去，我が国では，日本列島の位置から，幾たびも多くの大地震が発生している．また，中央防災

会議でも指摘されているように，首都直下型地震の発生が懸念されている．そして，首都直下型地震の被害想

定は，全壊・焼失家屋が約 61 万棟，死者最大 2.3 万人，要救援者最大 7.2 万人とされている 1）．被害想定に対

する生命保全に関する対策の記述はあるものの，多くの死者の処置へどのように対応すればいいかについて

の言及はない．特に，亡くなる方への対応については，著者らは，誰彼例外なく荘厳な弔いが必要と強く考え

るが，過去，阪神・淡路大震災や東日本大震災においては，突然の発災ゆえに，火葬場そのものが被災し能力

を逸する場合があったり，また，平常時よりも火葬数が多くなるため，ご遺体の処置に時間を要したりするこ

とがあった．このため，ご遺体を仮埋葬し後日改葬したり，ご遺族が遠方の火葬場までご遺体を搬送し処置す

るなどが行われたりした 2）．想定される首都直下型地震発災の折には，現状の被害想定を念頭に置けば，東京

都内の火葬場のみでは，処置能力を超え東京都以外での火葬の施策（広域火葬）3）が実施されると考えられる

が発災時良好に行われるのか不安が残る．大規模災害に対する火葬場の対応を結び付けた研究は，著者らの知

る限り，船木ら，佐藤の研究等 4）～6）があるのみで，その問題点の抽出と対応策については検討の余地がある

と考えられる．本研究では，平常時であっても，比較的混雑している首都圏火葬場に注目し，首都直下型地震

を念頭に，広域火葬を踏まえた火葬場の処置能力とその空間配置の問題点を指摘し，その改善策について検討

した． 
研究方法 本研究では，関東一都六県（東京都（島嶼部を除く），千葉県，神奈川県，埼玉県，茨城県，群馬

県，栃木県）における火葬場を厚生労働省 HP に記載されている火葬場データベース 7）から抽出した．そし

て，火葬場施設および火葬場を管轄する行政の HP8）を閲覧して得られる情報として，火葬場施設の建設年，

火葬場の処置能力（火葬炉の数），火葬場の立地（主要道路（国道および県道）からの垂直距離，東京駅から

の直線距離）を調査した．なお，水平距離の測定には，Google Earth を用いた． 
研究結果 調査エリアに存在する火葬場を抽出した結果，150 施設存在した．都県における火葬場の分布数お

よび参考として人口 9）を表 1に示す．また，それぞれの火葬場施設および火葬場を管轄する行政の HP8）を閲

覧し得られる情報を収集した．以下に，文献調査および WEB 調査に関する結果を示す． 
（A）火葬場の現状 火葬場は嫌忌施設であるため，住宅地や学校，公園などから離されての立地が認められ

る．しかしながら，都市部では住宅地に隣接した立地も見られる．これは，浅香ほか複数の研究者 10）～12）に

よれば，古くは都市部でも市街地から離れたところに立地したものの，年月の経過とともに市街地が拡大して

いき，人家が火葬場に接近していったためとの指摘がある．また，火葬場は建築基準法 13）第 51 条において特

殊建築物と定義されており，その条文には「・・・都市計画においてその敷地の位置が決定しているものでな

ければ，新築し，又は増築してはならない．・・・」との記載が存在し，さらに都市計画法 14）第 11 条の記載 
に基づき都市計画決定が必要な都市施設である．このような背景から，

都市部の火葬場は，移設や新築等がままならないのが現状である．表

2 は，情報が得られた施設における建設年時を建築基準法の耐震基準

が付加された 1981 年を考慮して分類したものである．表 2 に示され

るように，HP 上ではわからないものも多かったが，判明したものだ

けで見ても，古い施設が多く，震災時の建物の倒壊など，施設そのも

のへの被災も懸念される状態であることが理解される． 
（B）火葬場の立地と処置能力（炉数）との関係 図 1は，東京都中心

部である東京駅をベンチマークとして考え，東京駅からの水平距離と

火葬炉の数の関係を整理したものである．図 1に示 
されるように，東京駅から離れるにつれて施設に備え

られている火葬炉の数が少なくなる．これは，平常時

を想定して，地域に住む人口に合わせた能力にしてあ

ると考えられるが，計画で広域火葬を考え，東京湾沿

岸区域からご遺体を輸送できたとしても，火葬能力の

大幅な向上を見い出せない状況であることが示され

る．このことから，首都圏近郊の火葬場では，古い施

設は早期に更新し，施設自体が地震によって被災しな

いよう耐震化を進める必要があると考えられる． 
 
 

都県名 
火葬場 

施設数 7） 

平成 29 年度推計 

人口（千人）9） 

東京都 

（島嶼部は除く） 
18 13724 

千葉県 27 6246 

神奈川県 20 9159 

茨城県 31 2892 

埼玉県 22 7310 

栃木県 13 1957 

群馬県 19 1960 

表 1 火葬場の総数 

建築年→ 1980 年以前（％） 1981 年以降（％） 不明（％） 

全体 17.3 54.0 28.7 

東京都 

（島嶼部を除く） 
16.7 66.7 16.7 

神奈川県 30.0 45.0 25.0 

埼玉県 22.7 59.1 18.2 

千葉県 18.5 77.8 3.7 

茨城県 9.7 38.7 51.6 

栃木県 23.1 38.5 38.5 

群馬県 5.3 47.4 47.4 

 

表 2 建築基準法（耐震基準）を考慮した施設の建設年の分類 
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（C）広域火葬の可能性と問題点の抽出 図 2 は，火葬

場の近隣を通る幹線道路（国道・都道・県道）からの垂

直距離と火葬炉の数との関係を整理したものである．図

2に示されるように，主要道路に沿って存在するものも

あるものの，嫌忌施設であるがゆえに，多くが幹線道路

からアクセス道路を経て施設に接続される状況で，震災

時にアクセス道路が被災した場合，車両による火葬場へ

の入退場ができなくなる可能性があることが理解され

る．また，表 3 は，平常時の車両の旅行速度 15）を利用

し，東京駅からの直線距離を参考にして，ご遺体の東京

都中心部からの運搬時間を簡易に推算した一覧である．

なお，旅行速度は，国道 1 号線下りの平成 27 年度のデ

ータの混雑時旅行速度を参考にすれば，8.8～33.0 km/h
であった．このため，一例として，20km/h で車両が 
運行すると考えて所要時間を単純計算した．表 3に示

されるように，被害想定のご遺体を運搬するには，一

般的な運搬車両だけでは，長時間を要することが容易

に理解される．東日本大震災時には，大型トラックを

簡易改良し，ご遺体を広域火葬のために搬送したとの

履歴も見られ 5），6），被害想定に合わせ発災前から準備

することが望ましいと考えられる．また，火葬能力の

限界を緩和するバッファーの役割として遺体安置施

設（霊安室）の必要があると考えられる．しかしなが

ら，東京都内の斎場に備えられている霊安室の数を調 
査すると，多くて 58 室で備えられていな場合も見受けら

れ 8），火葬炉と同じように災害想定に対して絶対数が存

在していない．こういった問題に対しては，沿岸地域に

存在する冷凍倉庫などの臨時活用が必要と考えられる． 

まとめ 火葬場は嫌忌施設であるがゆえに，その制約から立地が悪く，また，

建物を更新することも難しく古い施設となっている場合が多いことが示された．

また，首都圏中心部から離れるにしたがって，平常時の処置数に基づくため，

火葬炉の数が減り火葬能力の低下が認められた．このため，広域火葬の考えも

あるが，それが発揮できない可能性があることを指摘し，首都圏近郊における

火葬場の更新で耐震化を積極的に進める必要があることを指摘した． 
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炉数（基） 

東京駅からの直線距離（km） 

図 1 火葬場の立地とその能力（炉数）との関係 

東京都心部から離れると 

処理能力は大幅に減少する 

 

幹線道路からの垂直距離（m） 

東京駅からの直線距離（km） 
図 2 火葬場の立地と幹線道路（国道・県道）からの 

垂直距離との関係 

幹線道路沿いの場合も多いが，幹線道路 

から離れた位置（平均 504ｍ）に 

立地する施設も多い 

所要時間 件数 

300 分以上 28 

240～300 分未満 17 

180 分～240 分未満 27 

120 分～180 分未満 36 

60 分～120 分未満 2 

60 分未満 15 

 

表 3 東京駅から各施設への 
車両による所要時間を 
単純計算した結果一覧 
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